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・海外経済の改善

・各種の政策効果
等
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<現状>

景気は、このところ足踏み状態となっている。また、失業率
が高水準にあるなど厳しい状況にある。
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・海外景気の下振れ懸念や為
替レート・株価の変動などに
よる景気のさらなる下押し
・デフレの影響や雇用情勢の悪
化懸念
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（先行きのプラス要因） （先行きのリスク要因）

<日本経済の基調判断>



<政策の基本的態度>

政府は、「新成長戦略」に基づき、日本経済を本格的な回復軌道に乗せるとと
もにデフレを終結させるよう政策運営を行う。
政府は、デフレからの脱却を喫緊の課題と位置づけ、日本銀行と一体となって、
強力かつ総合的な政策努力を行う。日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密
な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策の運営によって経済
を下支えするよう期待する。
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な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策の運営によって経済
を下支えするよう期待する。

日本銀行は、金融緩和を一段と強力に推進するため「包括的な金融緩和政
策」を10月５日に決定した。
政府は、現下の厳しい経済情勢や先行き悪化懸念を踏まえ、補正予算編成を
含む「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を10月８日に決定した。
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含む「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を10月８日に決定した。



今月の説明の主な内容

１ 生 産

２ 輸 出 入

３ 世 界 経 済

４ 景気ウォッチャー

５ 個 人 消 費

６ 住 宅

７ 設 備 投 資

８ 企 業 収 益

９ 公 共 投 資

10 倒 産

11 為替・株価

12 雇 用

13 物 価

14 地 域 経 済



生産の動向

(備考）１.　経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。
　　　 ２.  左図、右図の９月、10月の数値は製造工業予測調査による。シャドー部は景気後退局面。
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生産（前月比）
８月   　▲0.5％

予測調査
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○輸送機械は先行き大幅減の見込み
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（2005年＝100）

(月）
(年）

全体

アジア
（44.6％）

ＥＵ
（10.7％）

アメリカ
（10.7％）

その他
（33.9％）

輸入（全体)(前月比）
　

  ６月  ＋1.3％
　７月　＋0.8％
　８月　＋1.1％

全体

アジア
（54.2％）

ＥＵ
（12.5％
） アメリカ

（16.1％）

 輸出（全体)(前月比）
 

 ６月  ▲1.2％
 ７月　＋1.6％
 ８月　▲5.6％

○輸出は、このところ弱含んでいる

○輸入は、緩やかに持ち直し

輸出入の動向

地域別輸出数量（2005年=100）

(月）
（年）

主要品目別輸出寄与度（季節調整済前期比）
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ＮＩＥＳ
（23.9%）

 ASEAN
（14.3％）

中国
（19.2％）

 アジア  中国　  ASEAN　 NIES
 ▲2.9％ ▲4.9％ ▲0.4％ ▲2.5％

（備考）１．財務省「貿易統計」より作成。
　　　　２．（左上図、左下図、右下図）季節調整値。括弧内は2009年の金額ウェイト。
        ３．（右上図）季節調整値後方３ヶ月移動平均。括弧内は2009年の金額ウェイト。
 
 

アジア向け輸出の内訳（2005年＝100）
○アジア向け輸出は、弱含んでいる

○輸送用機器、電気機器の寄与が低下

一般機械
（17.8％）

電気機器
（19.9％）

輸送用機器
（21.9％）

化学製品
（10.7％）

８月（前月比）



  

　

中国経済
○中国では、景気は内需を中心に拡大しているが、このところ拡大テンポがやや緩やかになっている。先行きについては、テンポは緩やかになるものの拡大傾向が
　続くと見込まれる。ただし、不動産価格や欧米向け輸出の動向には留意が必要。

鉱工業生産：このところ伸びがやや鈍化
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（四半期系列）

（期）
（年）

(前年比、％)

（年）

（備考）1．中国国家統計局より作成。
　　　　2．中国人民銀行の試算によると、中国の前期比年率のＧＤＰ成長率は、08年
           10-12月期4.3％、09年1-3月期9.5％、4-6月期11.4％、7-9月期11.0％、
           10-12月期11.3％、10年1-3月期12.2％、4-6月期は未公表。
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鉱工業生産
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輸送機械

（備考）中国国家統計局より作成。
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消費者物価上昇率（総合）

生産者物価上昇率

消費者物価上昇率（コア）

（月）
（年）

（前年比、％）

消費者物価上昇率（食品）

（備考）中国国家統計局より作成。

消費者物価上昇率：３％前後で推移

主要都市建物販売価格：９月は上昇実質ＧＤＰ成長率

（前年比、％）
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（月）
（年）

（06年１月＝100）

（備考）1．中国国家統計局より作成。
　　　　2．価格水準は06年１月を100として指数化。内閣府試算。

９月　上海
前月比 0.0％

９月　北京
前月比 0.2％

９月　主要都市（全体）
前月比 0.5％

９月　深セン
前月比 1.0％
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（１）前年比

（備考）各国・地域統計より作成。

実質ＧＤＰ成長率

アジア経済
○その他アジア地域では、総じて景気は回復しているが、一部でこのところ回復テンポがやや緩やかになっている。先行きについては、テンポは緩やかになるものの
　回復傾向が続くと見込まれる。ただし、欧米等の景気が下振れした場合には、輸出の減少等により、景気回復が停滞するリスクがある。
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タイ

（期/月）
（年）

韓国
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マレーシア

シンガポール

（指数、2007年=100）

（備考）1.各国・地域統計より作成。
　　　　2.米ドルベース。シンガポール、タイは季節調整値。その他は季節調整前の数値。

輸出：このところ一部で弱い動き
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鉱工業生産:このところ総じて弱い動き

（備考）1.各国・地域統計より作成。
　　　　2.シンガポール及びタイは製造業の数値。ただし、シンガポールは振れが大きいバイオ・
　　　　　メディカルを除いたもの。マレーシアは季節調整前の数値。



（備考）アメリカ商務省より作成。
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民間設備投資

在庫投資

純輸出

アメリカ経済

住宅投資

（前期比年率、％）

個人消費

○失業率が高止まるなど下押し要因は依然としてあるものの、景気は緩やかに回復している。
○先行きについては、基調としては緩やかな回復が続くと見込まれる。ただし、信用収縮や高い失業率が継続すること等により、景気回復が停滞するリスクがある。
   また、景況感を示す指標に弱い動きがみられることには留意する必要がある。

実質ＧＤＰ成長率

（期）
（年）

民間見通し平均：徐々に下方修正
金融政策
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 ９月21日
 ＦＯＭＣ
 0～0.25％

（％）

（月）
（年）

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。（備考）ブルーチップ・インディケータ（10年10月10日号）より作成。

3.7

5.0

3.2

3.0
2.7

2.5
2.3

1.9
1.7

1

2

3

4

5

6

Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2009 10 11

（見通し）

10年6月時点

（期）
（年）

（前期比年率、％）

10月時点

●非伝統的金融政策
　＜08年10月～10年３月＞
　　ＣＰ、ＭＢＳ、米国債等を買取り
　＜10年８月～＞
　　ＭＢＳ等の元本償還分を中長期米国債に再投資
●10年９月21日のＦＯＭＣ声明文（抜粋）
　・基調的なインフレを示す指標は、ＦＯＭＣが、長期的に雇用
    の最大化と物価安定を促すという使命に最も一致すると判断
　　する水準を、現在若干下回っている。
　・仮に経済の回復を支えるためや、インフレが与えられた使命
　　に一致する水準に時とともに回帰させるために必要であれ
　　ば、追加的な金融緩和策を講じる用意がある。

政府支出

           ＧＤＰ（第三次推計値）：2010年４～６月期は
　　　　　　　　　　　　　　          　前期比年率1.7％成長

民間部門の雇用者数は緩やかに増加しているが、
失業率は10％近傍の高い水準

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9

2007 08 09 10

4

5

6

7

8

9

10

11

（月）
（年）

（備考）アメリカ労働省より作成。雇用者数は非農業部門。

９月 9.6％

９月：▲9.5万人
（うち民間＋6.4万人）

雇用者数
（前月差、折れ線）

失業率
（右目盛）

（％）（前月差、万人）

民間部門雇用者数
（前月差）

政府部門雇用者数
（前月差）



　　

　

ヨーロッパ経済
○ヨーロッパ地域では、景気は総じて持ち直しているものの、国ごとのばらつきが大きい。
○先行きについては、基調としては緩やかに持ち直していくと見込まれる。ただし、金融システムに対する懸念が完全に払拭されていないこと、
　 高い失業率が継続すること等により、景気が低迷するリスクがある。また、各国の財政緊縮による影響に留意する必要がある。

-15

-10

-5

0

5

10

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2007 08 09 10

ユーロ圏

英国ドイツ

フランス

（前期比年率、％）

 ユーロ圏　 　10年２Ｑ 　3.9％
 ドイツ  　　10年２Ｑ 　9.0％
 フランス　　10年２Ｑ 　2.8％
 英国    　　10年２Ｑ 　4.7％
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イタリア

ポルトガル

ギリシャ

スペイン
 ギリシャ　　10年２Ｑ ▲6.8％
 ポルトガル　10年２Ｑ 　1.1％
 イタリア　　10年２Ｑ   1.8％
 スペイン　　10年２Ｑ   0.7％

（前期比年率、％）

○実質ＧＤＰ成長率（ユーロ圏、独、仏、英）

○実質ＧＤＰ成長率（南欧諸国）

（備考)ユーロスタット、ドイツ連邦統計局、INSEE（仏国立統計経済研究所）、英国統計局
       より作成。
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英国

ユーロ圏

ドイツ

（指数、2007年=100）

フランス

スペイン

ギリシャ

○生産：各国ごとにばらつき

（備考）ユーロスタット、ドイツ連邦統計局、INSEE（仏国立統計経済研究所）、英国統計局より作成。
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ドイツ

スペイン

フランス

英国

 ユーロ圏　　　８月 10.1％
 ドイツ　　　　８月　6.8％
 フランス　　　８月 10.1％
 英国　　　　　８月　7.7％
 スペイン　　　８月 20.5％
（参考）
 ギリシャ　　　７月 12.0％
 ポルトガル　　８月 10.7％
 アイルランド　８月 13.9％
 イタリア　　　８月  8.2％

ユーロ圏

（備考）1．ユーロスタット（ユーロ圏、ドイツ、フランス、スペイン）、英国統計局、ギリシャ政府
           統計局より作成。
　　　　2．ギリシャの数値は、原数値（季節調整値ではない）。

○失業率：ドイツ・英国では低下、スペインでは上昇（％）

(期)
(年)

(月)
(年)

(期)
(年)

(月)
(年)



景気ウォッチャー

（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」（2010年９月調査、調査期間：９月25日～30日）をもとに作成。

＜景気ウォッチャー（2010年９月調査）の現状判断コメント＞
（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪）

［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：残暑による季節商材の好調な販売とたばこの駆け込み需要

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：円高による輸出環境の悪化

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：残暑による秋物衣料の動きの遅れ

［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：気温の低下と家電エコポイント年末駆け込み需要

［企業関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：非製造業（サービス業）の持ち直し

［雇用関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：年末需要等への期待

＜景気の現状判断DIの推移＞

＜景気ウォッチャー（2010年９月調査）の先行き判断コメント＞
（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪）

＜景気の先行き判断DIの推移＞

［雇用関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：製造業での求人の動き

(前月差）

↓ 47.7 ↓ 47.5 ↑ 49.8 ↓ 45.1 ↓ 41.2 （-3.9）

家計動向関連 ↓ 46.2 → 46.2 ↑ 49.4 ↓ 44.9 ↓ 39.5  (-5.4)

企業動向関連 ↓ 49.1 ↓ 47.3 ↑ 48.2 ↓ 42.7 ↓ 41.4  (-1.3)

雇 用 関 連 ↓ 54.8 ↑ 56.3 ↓ 55.5 ↓ 51.3 ↑ 51.4 ( 0.1)

各　分　野　計

2010年５月 ７月 ８月 ９月６月 (前月差）

↓ 48.7 ↓ 48.3 ↓ 46.6 ↓ 40.0 ↑ 41.4  ( 1.4)

家計動向関連 ↓ 48.6 ↓ 47.8 ↓ 46.2 ↓ 39.6 ↑ 41.3  ( 1.7)

企業動向関連 ↓ 47.1 ↑ 47.4 ↓ 45.9 ↓ 39.1 ↑ 39.9  ( 0.8)

雇 用 関 連 ↓ 53.1 ↑ 53.6 ↓ 51.3 ↓ 44.5 ↑ 45.1 （ 0.6）

６月 ７月 ８月 ９月2010年５月

各　分　野　計

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：エコカー補助金の終了による受注の低下

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：エコカー補助金の終了と円高による生産調整

○
残暑でエアコンが意外に伸びたことから、前年と比べると非常に良かった。エコポイント制度
が追い風となり、薄型テレビもよく売れている（北海道＝家電量販店）。

□
前半は季節外れの猛暑により、アイス等の盛夏商材が売れていたが、彼岸以降の天候の変
化により売行きが大幅に鈍っている。ただし、たばこだけは値上げの影響で大きく売上を伸
ばしている（南関東＝スーパー）。

▲
厳しい残暑の影響で、秋物衣料が大苦戦している。また、食料品、日配品もこれまで以上に
価格設定が厳しくなっている（東北＝百貨店）。

×
エコカー購入補助金終了後の販売量の動きは前年比50％減で推移している（中国＝乗用車
販売店）。

▲
３か月前と比べ１割程度ダウンしている。10月の受注はエコカー補助金と円高の影響で、今
月と比較してかなり落ち始めてきている（北関東＝電気機械器具製造業）。

▲ 円高の影響で、海外工場では現地調達の動きが進んでいる（近畿＝金属製品製造業）。

○
徐々に企業の求人意欲が上昇し、過去最高の求人倍率を記録した。製造業の求人が回復
してきた（四国＝職業安定所）。

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：円高等に対する懸念等

□
９月後半から天気も安定し、正常に戻り、前年実績に戻りつつある。価格的には低くなってい
るが、秋物の売行きは良い。今後も現状維持が続く（南関東＝一般小売店［衣料・雑貨］）。

□
家電エコポイントについて、省エネ効果の低い商品が対象から外れ、駆け込み購入が予想さ
れるが、単価面で前年より大幅に価格が下落しているので、売上は前年と同じ程度と予想し
ている（北陸＝家電量販店）。

▲
エコカー補助金の終了、円高による輸出量減によって仕事量が減り、労働時間短縮を行う職
場が一部で発生する見込みである(東海＝輸送用機械器具製造業)。

○
年末、年度末を迎えるにあたり、臨時的な雇用が発生することが見込まれる。ただし、それら
はこの春からの採用抑制や契約社員の引き抜きによるオーダー減の反動であり、長期的な
回復には結び付かない（東北＝人材派遣会社）。

□
新規求人数は製造業や医療福祉を中心に全体的に回復傾向にある。ただし当所管内には
輸出関係の製造業が多く、昨今の急激な円高による影響が懸念され、楽観視できない状況
にある（中国＝職業安定所）。

○
製造業と、それに関わる派遣会社の広告が増えつつあるほか、問い合わせも全般的に増え
ているため、先行きはやや良くなる（近畿＝広告代理店）。
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（年）
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○個人消費は、持ち直し

消費総合指数と実質雇用者所得

○エコポイント関連商品は特にエアコンが好調

(備考)上：消費総合指数と実質雇用者所得（実質賃金×雇用者数）は内閣府（経済
　　　　　財政分析担当）で作成。太線は後方３ヶ月移動平均。季節調整値。
　　　下：日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会により作成。
　　　　　季節調整値。

(備考)上：GfKジャパン(全国の有力家電量販店販売実績を調査・集計)により作成。
　　　　　2009年８月以前とそれ以降では調査範囲が異なっており、2009年８月以
          降の方が調査範囲が広い。
　　　下：鉱工業総供給指数（輸入）より作成。
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○新車販売は８月に大幅に増加した後、
　９月は大幅に減少
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○耐久消費財の輸入が増加している

財別輸入の動向

75

95

115

135

155

175

195

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

2008 09 10

生産財

耐久消費財

非耐久消費財

資本財

（2005年＝100）



-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7

07 08 09 10

（％） 戸建住宅受注速報
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住宅の動向

○住宅建設は、持ち直している
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持家貸家

戸建分譲

（年）

（月）

利用関係別着工戸数

持家
32.4万戸
(8.9％増)

貸家
32.1万戸
(11.0％増)

総戸数
（目盛右）

（万戸） （万戸） 8月
年率戸数
(前月比)

戸建分譲
11.8万戸
(1.5％増)

総戸数
82.9万戸
(7.4％増)

共同建分譲

共同建分譲
8.0万戸
(1.1％減)

(備考）
左　図：国土交通省「建築着工統計」により作成。年率季節調整値。
右上図：各社ホームページ資料により作成。
右下図：１．㈱不動産経済研究所「首都圏のマンション市場動向」により作成。
　　　　２．販売在庫数とは、月末時点で販売中の全戸数。総販売戸数とは、
　　　　　　当該月中の新規発売戸数と前月から繰り越された在庫戸数のうち、
　　　　　　契約された戸数。図は、後方３ヶ月移動平均。
　　　　３．在庫率とは、販売在庫数の総販売戸数に対する比。
　　　　４．首都圏とは、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県。
　　　　５．シャドー部分は景気後退局面。

○戸建住宅の受注は回復傾向
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○マンション在庫率は低下傾向



設備投資の動向
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設備判断ＤＩ
（逆目盛）

（｢過剰｣-｢不足｣、％pt） (兆円)

民間企業設備
（実質季調済系列：右目盛）

過剰感が弱まる

過剰感が強まる

（備考）左図：１．内閣府「国民経済計算」、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。 　　右図：１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。
　　　　      ２．シャドー部分は景気後退局面を示す。                  　　　　　　　　 　　　        ２．リース会計対応ベース。
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企業マインド・収益の動向

○経常利益は、引き続き増益基調

（備考）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。シャドーは景気後退期。想定為替レートは、大企業・製造業
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変化幅（全規模）

業況判断
製造業

経常利益

非製造業

上期 下期
89.90円 89.44円

（期）
（年）

（年度）

（年度）



公共投資・倒産の動向

（備考）東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。
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（目盛右）

（備考）右上図：東京商工リサーチ「倒産月報」、日本政策金融公庫「中小企業景況
　　　　　　　　調査」により作成。
　　　　右下図：東京商工リサーチ「倒産月報」により作成。

○倒産件数は、おおむね横ばい○公共投資は、総じて低調に推移
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為替・株式市場

（日）
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（2010年８月10日＝100）

日本（日経平均）
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アメリカ
（ＮＹダウ）

中国
（上海総合）

英国（ＦＴ）韓国（韓国総合）

（備考）ブルームバーグより作成。

株式市場（８月中旬～９月上旬）

（日）
（月）

（対ドルレート、
　2010年８月10日＝100）
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（備考）ブルームバーグより作成。
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（対ドルレート、
　2010年９月10日＝100）
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株式市場（９月中旬～10月中旬）
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ドルに対して



失業率と有効求人倍率
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雇用の動向①

○依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動き
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(備考)左　図：総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。季節調整値。シャドーは景気後退期を表す。
　　　右　図：総務省「労働力調査」により作成。季節調整値。
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○若年層の失業率は低下

○「勤め先や事業の都合」等※による失業者が減少
※「勤め先や事業の都合」等とは「勤め先や事業の都合」と「定年又は雇用契約の満了」を合わせたもの

失業率
10年8月
5.1％



雇用の動向②

現金給与総額
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現金給与総額

　
○現金給与総額は持ち直しの動き

(前年比、％)

(月)
(年)

(備考)左　図：総務省「労働力調査」により作成。
　　　右上図：総務省「労働力調査」、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。
　　　　　　　雇用人員判断ＤＩの12月の値は見込み。失業率は季節調整値、後方３ヶ月平均。2010年９月の値は７月、８月の平均値。
　　　右下図：厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成。

雇用人員判断ＤＩと失業率
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○雇用過剰感は弱まっている

業種別雇用者数（2010年8月 前年差）
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○建設業で落ち込む一方、医療福祉で増加



物価の動向
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○国内企業物価は、このところ横ばい
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消費者物価の推移（2005年＝100）
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コア：　　前月比　▲0.1％
　　　　　前年比　▲1.0％
コアコア：前月比　▲0.0％
　　　　　前年比　▲1.0％

○消費者物価は、緩やかに下落

（備考）１．日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」、内閣府「消費動向調査」、日経ＮＥＥＤＳにより作成。
　　　　２．銅、すずはロンドン金属取引所の先物、原油はWTI先物（期近）、小麦はシカゴ商品取引所の先物（期近）の価格。
　　　　３．「石油製品、その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、「生鮮食品を除く総合」（コア）から石油製品、電気代、都市ガス代、米類、鶏卵、切り花、
　　　　　　診療代、固定電話通信料、介護料、たばこ、公立高校授業料、私立高校授業料を除いたもの。
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○資源の一部が上昇 ○１年後の物価が低下すると予想する消費者は微増



（備考）上図：経済産業省「商業販売統計」、  (備考）上図：（社）日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」、

　　　　　　　各経済産業局「コンビニエンスストア販売動向」により作成。 　　　　　　　 (社）全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車日報累計表」により作成。

　　　　下図：Gfkマーケティングジャパン㈱より作成。 　　　　　　　 ９月は確報値の普通乗用車、小型乗用車、速報値の軽自動車の数字を足し合わせたもの。

   　　 家電量販店販売額とは、テレビ、エアコン、冷蔵庫の合計金額。 　　　　下図： 厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。
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○有効求人倍率は、全ての地域で改善○家電販売は、猛暑により各地域で堅調な推移
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○乗用車販売は、９月に駆け込み需要の反動により多くの地域で減少
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○コンビニの売上は、猛暑等の影響により各地で増加
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